











































































































































































第 1表 聞き取り調査の対象 

































































































2011 年を除き，増加傾向にある（第 2 図）．こうし
た需要の増加は，受け入れ環境整備の必要性を高め，
国内においてゲストハウスが台頭してきた要因の一









































































































































































































































































































































































18軒，千代田区 11軒，中央区 15軒，江東区 2軒で































2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017
（軒）
第 2表 隅田川流域におけるゲストハウス（N =106）の特徴 
経営主体 経営者の主業 収容客数 併設施設の有無 
株式会社 62％ 簡易宿所     50％ 30人以下 36％ あり 43％ 
有限会社 15％ 旅館・ホテル 16％ 31～70人 31％ なし 57％ 
合同会社  8％ 不動産       19％ 71人以上 33％  
個人    15％ その他       11％   
 不明          4％   





















































a 経営主体                                       b 経営者の主業 
  
c 収容客数                                         d 併設施設 
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